
■「年金資産の運用に関する基本方針」の見直しについて

項　目

①運用の基本方針の策定義務付け

②政策的資産構成割合の策定義務付け

③分散投資・集中投資に係る方針の「運用の基本方針」への記載

④オルタナティブ投資に係る方針の「運用の基本方針」への記載

⑤資産運用委員会の設置の義務付け
　（運営に関する規程の策定を推奨）

⑥運用受託機関の選任・評価の基準の見直し

⑦運用コンサルタントを活用する際の留意事項

⑧代議員会への報告、加入者への周知について
　（資産運用に関し報告周知）

⑨スチュワードシップ責任
　（スチュワードシップ活動の実績について報告を受けること）

対　応

対応済み

対応済み

追加する

追加する

設置済み
（規程策定する）

追加する

追加する

追加する

追加する

当基金における確定給付企業年金制度
に関するガバナンス見直しへの対応
当基金における確定給付企業年金制度
に関するガバナンス見直しへの対応

　2017年11月8日付けで確定給付企業年金のガバナンスについて「確定給付企業年金法施行
規則の一部を改正する省令」が交付されたとともに、関連通知が発出されました。また、2018
年5月1日付けで「改正DC法」が施行されます。
　これに伴い、「資産運用関係」（平成30年4月1日適用）、「代議員定数等関係」（平成30年10
月1日適用）、「改正DC法施行に伴うポータビリティ制度の拡充」（平成30年5月1日適用）に
ついて、対応が必要となりました。今後、規約・方針・規程を見直し、実施してまいります。

　上記、ガバナンス見直しにより、当基金の「年金資産の
運用に関する基本方針」を4月1日付けで改定しました。
見直しの内容は、以下のとおりです。

＊改定された「年金資産の運用に関する基本方針」はホームページに掲載され
ていますので、そちらをご覧ください。

トプコン企業年金基金は、ホームページを開設しています。制度のしくみや各種手続きのほか、基金の予算・決算等
のお知らせ、基金だよりバックナンバーも掲載しています。ぜひ、ご活用ください。

　　 一部ページの閲覧にはID・パスワードが必要です
「予算・決算等のお知らせ」「基金だより」などページを見るために
は、ID・パスワードの入力が必要です。下記を入力してください。

トプコン企業年金基金のホームページをご活用ください

〈ホームページアドレス〉

kikin 3303ID パスワード

総合トップページ（健康保険組合共通）　http://topcon-kk.or.jp
企業年金基金トップページ　http://topcon-kk.or.jp/kikin/index.html

●基金からのお知らせ
ホームページ更新情報や国のマイナン
バー制度関連の情報など、基金からのお知
らせをリアルタイムに掲載します。

●予算・決算等のお知らせ
基金の予算や決算・資産運用状況を掲載し
ています。基金の運用基本方針や運用ガイ
ドラインも閲覧できます。

●加入者のページ
現在、基金に加入している加入者の
方向けのページです。基金の掛金や
給付など、基金制度のしくみがわか
ります。

●受給者・待期者のページ
現在、年金を受けている受給者の方、
年金の支給開始を待っている待期者
の方向けのページです。年金を請求す
るときや住所が変わったときなど、
ケース別の手続きの仕方を解説して
います。

トピックストピックスねんきんねんきん

　30年度の公的年金額が29年度から据え置きとなるこ
とが1月26日に厚生労働省より発表されました。
　公的年金額は賃金や物価水準の変動に連動して毎年
度改定されています。改定ルールでは、賃金水準の変動
がマイナスで、物価水準の変動がプラスとなる場合には
年金額は据え置きとなります。30年度は年金額の改定
に用いる名目手取り賃金変動率が▲0.4％、物価変動率
が0.5％となるため、この改定ルールが適用されます。
　保険料を納める現役世代の負担が増えすぎないよう
年金額の伸びを抑制するマクロ経済スライドは、年金額
が据え置きのため発動されませんが、30年4月から未調
整分を翌年度以降に繰り越す仕組みが導入され、年金額

が増えた際にまとめて引き下げられるようになります。
繰越しとなる30年度のマクロ経済スライドの未調整分
は▲0.3％となっています。
■公的年金額（平成30年度）

年金の種類
老齢基礎年金（満額）
加給年金額
障害基礎年金（1級）
障害基礎年金（2級）
遺族基礎年金
子の加算額（1人目・2人目）
子の加算額（3人目）

年金額
779,300円
224,300円
974,125円
779,300円
779,300円
224,300円
74,800円

平成30年度の公的年金額は昨年度から据え置き平成30年度の公的年金額は昨年度から据え置き


